第40号様式の2（第31条関係）
（表）
	受付印

	法　人　eq \o \ad(\s \up 6(変　更),\s \up -6(廃止))変更廃止　申　告　書
	※処理欄
	電算登録
	納　税　者　番　号

	
	
	
	
	

	
	年　　月　　日　
	（フ　　リ　　ガ　　ナ）
法人名
	

	
	
	法人番号
	

	
	本店所在地
	〒
電話（　　）　　―　　　　　　

	
	（フ　　リ　　ガ　　ナ）
代表者氏名
	印　

	　県税事務所長　宛て
	この申告に応答する者
	氏名　　　　　　　　　　　　　　印　
電話（　　）　　―　　　　　　

	三重県県税条例第45条第２項の規定により、申告します。
	送付先
・
連絡先
	□本店所在地
□代表者住所
□その他
	〒　　　　　　　ビル名、室名、号室等
電話（　　）　　―　　　　　　

	変更事項等　　　
	１　申告内容の変更　　　　　　　　　　２　解散
３　清算結了　　　　　　　　　　　　　４　県内事業所の廃止（□全部　□一部）
５　収益事業開始・廃止（公益法人等）　６　その他（　　　　　　　　　　　　）

	変　　　　　更　　　　　前
	変　　　　　更　　　　　後
	変更年月日

	
	
	

	合併の場合の適格区分
	□適格　　□その他


※　合併又は分割により、三重県に法人が新設される場合は、別途「法人（開始・設置）申告書」を提出してください。
	添付書類等　
	１　定款、規約、寄付行為等の写し　　　　２　登記事項証明書の写し
３　合併契約書の写し（合併による場合）　４　連結納税に関する法人税の届出書類等
５　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	関与税理士
	氏名
	
	所在地
	
	電話番号
	


注　記載要領については裏面によります。
（裏）
法人変更・廃止申告書の記載要領
　法人が解散、清算結了、事業年度等の変更、本店所在地の変更、資本金等の額の変更、商号の変更、代表者の変更、事業目的の変更、法人の合併、法人の分割による事業の譲渡又は譲受け、法人区分の変更、支店・工場等の変更（閉鎖を含みます。）等をした場合には、その変更等の日以後10日以内に、この申告書を所管県税事務所長に提出しなければならないことになっています。下記の記載方法を参考としてこの申告書を作成し、添付書類を添えて提出してください。
（注）法人の合併又は分割により新たに設立した法人が、「法人開始・設置申告書」を届け出る場合には、この申告書の提出は必要ありません。
　なお、提出にあたっては、この申告書１通（控えが必要な場合は２通）と、次の書類を１通添付して提出してください。
１　申告の事項が登記を要するものである場合は、登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は履歴事項一部証明書）又は登記簿謄本若しくは抄本で、変更事項が確認できる記載のあるものの写し
２　事業年度の変更等で定款、寄附行為、規則又は規約の変更等を要するものである場合は、その写し
３　法人の合併を行った場合には、合併契約書の写し
４　その他参考となる資料
　（各欄の記載方法）
１　「法人番号」欄には、法人番号（13桁）を記載してください。
２　「本店所在地」欄には、登記してある本店の所在地を記載してください。
３　「代表者氏名」欄には、法人を代表する者の氏名を記載してください。
４　「送付先・連絡先」欄には、該当する□にレ点を付し、当該所在地を記載してください。なお、本店所在地を送付先とする場合には当該所在地欄の記載は不要です。
５　「変更事項等」欄には、異動又は変更した事項を記載してください。
６　「変更前」、「変更後」及び「変更年月日」の各欄の記載については、次の事項に留意してください。
(１)　「変更年月日」欄には、変更又は異動の事実が発生した年月日を記載してください。
(２)　変更事項が解散の場合、「変更後」欄に清算人の住所、氏名及び電話番号を記載してください。
(３)　変更事項が三重県内の本店移転の場合、旧の本店の存続又は廃止の別を記載してください。
　「４　県内事業所の廃止（□全部　□一部）」欄は、県内事業所の全てが廃止された場合は「全部」、県内事業所の一部が廃止された場合は「一部」のそれぞれの□にレ点を付してください。
(４)　連結納税制度が適用されるグループへの加入若しくは離脱又は連結納税の承認、取消し等により、みなし事業年度が発生する場合は、「変更後」欄に記載してください。なお、みなし事業年度が複数発生するとき（みなし事業年度末月日が異なるとき）は、全てのみなし事業年度を記載してください。
　また、別途「法人税に係る連結納税制度の適用に関する報告書」による報告が必要となります。
７　法人の吸収合併又は新設合併に係る変更の場合は、次の記載事項により記載してください。
(１)　「変更事項等」欄には、「６　その他」欄を○で囲み、括弧内に吸収合併又は新設合併と記載してください。
(２)　「変更後」欄には、合併法人又は新設合併法人の名称及び本店所在地を記載してください。
(３)　「変更年月日」欄には、合併期日を記載してください。
(４)　「合併の場合の適格区分」欄には、その合併が、法人税法第２条第12号の８（適格合併）に該当する場合には「適格」、該当しない場合には「その他」のそれぞれの□にレ点を付してください。
８　普通法人に該当していた一般社団法人若しくは一般財団法人が公益法人等に該当することとなった場合、公益法人等に該当していた一般社団法人若しくは一般財団法人が普通法人に該当することとなった場合又は社団法人若しくは財団法人が行政庁の認定若しくは認可を受けた場合は、「変更事項等」欄の「６　その他」の括弧内に『法人区分の変更』と記載のうえ、変更前又は変更後の法人区分等を記載してください。なお、公益法人等に該当することとなった場合には収益事業の有無を併せて記載してください。
９　「添付書類等」欄には、この申告書に添付したものの番号を○で囲んでください。
10　「関与税理士」欄には、関与税理士の氏名及び事務所所在地を記載してください。
11　※印欄は、県税事務所の処理欄ですので記載しないでください。

